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平成２４年（再イ）第１４２号
名古屋市昭和区広瀬町３丁目12番地 シャ
トー御器所302号
再生債務者 小林 弘幸
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年10月11日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年10月12日

名古屋地方裁判所民事第２部

平成２４年（再イ）第２号
山口県萩市大字椿東287番地６
再生債務者 関屋みさ江
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年10月12日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年10月15日 山口地方裁判所萩支部
平成２４年（再イ）第１２号
山口県美祢市大嶺町東分3402番地２
再生債務者 長井 秀展
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年10月12日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年10月15日 山口地方裁判所宇部支部

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構首都圏ニュータウン本
部公告第 22号
平成24年10月７日に執行した飯能都市計画事業
飯能大河原土地区画整理審議会委員選挙の当選人
を、下記のとおり定めたので、土地区画整理法施
行令（昭和30年政令第47号）第35条第５項の規定
に基づき、公告する。
平成 24年 10月 26日

独立行政法人都市再生機構
首都圏ニュータウン本部
本部長 安達 哲郎

記
宅地の所有者のうちから選挙される委員の当選人
氏 名 住 所
岩澤 義廣 飯能市大字矢颪661番地１
Ö田俊太郎 飯能市大字大河原446番地
梨木芳太郎 飯能市大字大河原265番地
佐野 和子 飯能市八幡町３番12号
大河原秀夫 飯能市大字大河原64番地の２
大河原康行 飯能市大字大河原87番地
久下 祐弘 飯能市大字下畑177番地１
中里 元 飯能市大字大河原976番地
吉澤 敏志 飯能市大字下畑202番地の１
野口 ¥夫 飯能市大字上畑137番地
大河原伸介 飯能市大字大河原124番地の３
大河原 宏 飯能市大字大河原116番地の１

独立行政法人国際交流基金平成23事業年度決算公告

平成 24年 10月 26日 東京都新宿区四谷４丁目４番１号
独立行政法人国際交流基金

理事長 安藤 裕康

平成２４年（再イ）第２１６号
札幌市中央区南17条西10丁目２番20`307号
再生債務者 鈴木 正子
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年10月12日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年10月15日

札幌地方裁判所民事第４部
平成２４年（再イ）第３７号
栃木県宇都宮市中今泉５丁目29番29号
再生債務者 釜井 勉
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年10月12日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年10月15日

宇都宮地方裁判所第１民事部
平成２４年（再イ）第１１号
栃木県那須塩原市西赤田323番地93

再生債務者 堀 政志
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年10月12日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年10月15日

宇都宮地方裁判所大田原支部
平成２４年（再イ）第２号
滋賀県長浜市法楽寺町275番地３
再生債務者 沖山 茂
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年10月12日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年10月15日

大津地方裁判所長浜支部個人再生係

貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日）

（単位：円）
資産の部
流動資産
現金及び預金 6¶683¶021¶551

有価証券 6¶299¶877¶967

前払費用 54¶634¶131

未収収益 215¶080¶327

未収金 311¶779¶023

その他の流動資産 8¶345¶808

G G G G G G G

流動資産合計 13¶572¶738¶807

G G G G G G G

固定資産
１ 有形固定資産

建物 13¶172¶050¶615

減価償却累計額 � 4¶134¶265¶718

G G G G G G G

9¶037¶784¶897

構築物 318¶519¶361

減価償却累計額 � 190¶042¶452

G G G G G G G

128¶476¶909

機械装置 13¶222¶262

減価償却累計額 � 7¶569¶477

G G G G G G G

5¶652¶785

車両運搬具 132¶126¶496

減価償却累計額 � 91¶487¶278

G G G G G G G

40¶639¶218

工具器具備品 1¶211¶670¶301

減価償却累計額 � 842¶056¶699

G G G G G G G

369¶613¶602

美術品 473¶513¶676

土地 186¶375¶000

建設仮勘定 23¶239¶700

G G G G G G G

有形固定資産合計 10¶265¶295¶787

２ 無形固定資産
借地権 3¶959¶000

ソフトウェア 108¶953¶565

電話加入権 441¶000

G G G G G G G

無形固定資産合計 113¶353¶565

３ 投資その他の資産
投資有価証券 50¶825¶148¶091

長期預金 1¶700¶000¶000

敷金保証金 795¶432¶813

G G G G G G G

投資その他の資産合計 53¶320¶580¶904

G G G G G G G

固定資産合計 63¶699¶230¶256

G G G G G G G

資産合計 77¶271¶969¶063
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